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	第1章 概要
	1.1 背景と目的
	1.2 適用範囲
	1.3 航空法の適用について
	(1) 無人航空機の飛行の許可が必要となる空域は以下である。
	(ｱ) 地表又は水面から150m以上の高さの空域
	(ｲ) 空港等の周辺（進入表面等）の上空の空域
	(ｳ) 人口集中地区の上空の空域

	(2) 無人航空機の飛行の方法は以下の通りであり、以下の方法以外での飛行を行う場合には、承認が必要となる。
	(ｱ) 日中（日出から日没まで）に飛行させること
	(ｲ) 目視（直接肉眼による）範囲内で無人航空機とその周囲を常時監視して飛行させること
	(ｳ) 人（第三者）又は物件（第三者の建物、自動車など）との間に３０ｍ以上の距離を保って飛行させること
	(ｴ) 祭礼、縁日など多数の人が集まる催し会場の上空で飛行させないこと
	(ｵ) 爆発物など危険物を輸送しないこと
	(ｶ) 無人航空機から物を投下しないこと


	1.4 電波法の適用について
	1.5 ドローン活用の流れ
	1.6 用語及び定義
	(1) 「プラント」とは、石油コンビナート地域を含む石油精製、化学工業（石油化学を含む）等の事業所とする。
	(2) 「爆発性雰囲気を生成する可能性があるエリア」とは、「工場電気設備防爆指針（ガス蒸気防爆2006）」（産業安全研究所技術指針 NIIS-TR-NO.39 (2006)）において定義する特別危険箇所、第一種危険箇所及び第二種危険箇所を指す。
	(3) 「火気の制限があるエリア」は以下の場所を指す。
	(4) 「ドローン」とは、航空用に供する回転翼航空機等の機器であり、構造上人が乗ることができないもののうち、遠隔操作又は自動操縦により飛行させることができ、産業用に供する25kg未満の小型のものとする。
	(5) 「ドローン運用事業者」とは、ドローンを活用し、プラント内でのドローンの飛行を実施させる事業者とする。また、ドローン運用事業者としてプラント事業者を選定することも可能である。
	(6) 「飛行計画立案者」とは、プラント事業者において、飛行計画を立案する者をいう。
	(7) 「飛行計画承認者」とは、プラント事業者において、飛行計画を承認する者をいう。
	(8) 「飛行計画書」とは、プラント内において、ドローンを飛行させるための、目的、飛行ルート、リスクアセスメント、リスク対策（リスク低減対策も含む）、事故対処方法について記載したものをいう。
	(9) 「外部関係機関」とは、プラント内において、ドローンを飛行させるために、情報共有を行うべき機関をいう。
	(10) 「通常運転時」とは、プラント内において、通常の生産活動が実施されている状態をいう。
	(11) 「設備開放時等」とは、プラント内において、開放状態によりメンテナンスが行われている設備や、遊休設備等において、爆発性雰囲気を生成する可能性がなく、または、生成しないため、火気の使用制限がない状態をいう。
	(12) 「災害時」とは、プラント内において火災等の事故が発生した場合、または、地震・津波・風水害・周辺地域の火災等の影響によりプラント内において火災等の事故が発生するおそれのある状態をいう。


	第2章 通常運転時におけるプラントでのドローンの活用方法
	2.1 ドローン運用事業者の選定
	2.2 操縦者の要件
	2.3 使用する機体の要件
	2.4 飛行計画書の作成と提出
	(1) ドローンの飛行目的・計画
	(ｱ) 飛行目的
	(a) 目的（設備の点検／建屋等プラント以外の点検／敷地の巡回／避難訓練／ＰＲ動画／等）
	(b) 撮影方法（静止画撮影／動画撮影／赤外線撮影／等）
	(c) 撮影対象（設備／建屋／敷地／等）
	(d) 飛行エリアの状態（爆発性雰囲気を生成する可能性がなく火気の制限がないエリア／爆発性雰囲気を生成する可能性があるエリアの近傍や火気の制限があるエリアの近傍）

	(ｲ) 飛行計画

	(2) リスクアセスメント
	(ｱ) 爆発性雰囲気を生成する可能性がなく火気の制限がないエリアにおけるリスクは、ドローンの落下等による人的被害あるいは通常運転に大きな影響を与える設備の破損であり、主な要因は以下の通りである。
	(a) 作業員、通行車両、設備等の上空での飛行
	(b) 悪天候、強風時での飛行
	(c) 海岸沿いのプラントにおいては地形条件がもたらす風況の影響があることから、瞬間的な強風が生じた場合には、ドローンの制御不能や落下のリスクにつながる可能性が考えられる
	(d) 飛行中の他の航空機や鳥獣に接触すること等
	(e) フレアスタック等の高さのある金属の施設近傍での磁気センサーの乱れ、GPSの不具合及びドローンで使用する電波と同一の電波を使用する通信機器等からの電波干渉による飛行への影響

	(ｲ) 上述のリスクに加え、爆発性雰囲気を生成する可能性があるエリアの近傍や火気の制限があるエリアの近傍におけるリスクは、同エリアに侵入し、着火するリスクであり、主な要因は以下の通りである。
	(a) ドローンの機能に不具合が生じ、ドローンが停止、落下すること
	(b) ドローンの飛行高度において、耐風性能を超える風速が生じ、機体が流されること
	(c) 落下等の衝撃によりバッテリーが破損し、着火すること


	(3) リスク対策
	(ｱ) 爆発性雰囲気を生成する可能性がなく火気の制限がないエリアにおけるリスク対策の例
	(a) 飛行前、飛行当日におけるプラント入構者への、ドローン飛行の実施及び飛行ルートに関する周知の徹底
	(b) 飛行ルート上の作業員、交通量に応じた適切な監視体制下での実施
	(c) 悪天候時、一定の風速を超えた場合の作業中止
	(d) 磁気センサー、GPSの不感地帯及び通信輻輳等による電波利用環境の悪化時及びその他不具合発生時に危機回避機能（フェールセーフ機能）が正常に作動するための対策
	 ドローンで使用する電波を良好に受信できない場合には、離陸地点若しくは電波を良好に受信できる地点まで自動的に戻る機能（自動帰還機能）又は電波を良好に受信できるまでの間は空中で位置を維持する機能が作動すること
	 GPS等の電波を良好に受信できない場合には、その機能が復帰するまで空中で保持する機能、安全な場所に自動着陸を可能とする機能又はＧＰＳ等以外 により位置情報を取得できる機能が作動すること
	 電池の電圧、容量又は温度等に異常が発生した場合に、発煙及び発火を防止する機能並びに離陸地点まで自動的に戻る機能若しくは安全な自動着陸を可能とする機能


	(ｲ) 爆発性雰囲気を生成する可能性があるエリア近傍や火気の制限があるエリアの近傍における追加のリスク対策の例（プラント内での飛行環境に応じ、下記一般的な対策に加え、複数の対策を組み合わせることが望ましい）
	(a) 一般的な対策
	 風速等による明確な飛行中止条件の設定
	 飛行中止判断者の配置
	 保安道路等、非危険なエリアでの離着陸の実施

	(b) ドローンが落下した場合においても、爆発性雰囲気を生成する可能性があるエリアや火気の制限があるエリアに侵入しないための対策
	 風況、飛行高度等に応じた危険なエリアとの離隔の想定
	 風速の監視・連絡体制の確保

	(c) ドローンが安全な航行が困難になった場合に、暴走させないための対策
	 飛行を継続するための高い信頼性のある設計及び飛行の継続が困難となった場合に機体が直ちに落下することのない安全機能を有する設計がなされている機体を用いること
	 より高い技術を有する操縦士による操縦の実施
	 安全に不時着させる位置を事前に決めておくこと

	(d) ドローンが落下し、爆発性雰囲気を生成する可能性があるエリアや火気の制限があるエリアに侵入した場合に備えたリスク対策
	 事前のガス検知の実施
	 防火・消火体制の確保
	 衝撃等に強いバッテリーの選定



	(4) 事故対処方法

	2.5 事前協議等の実施
	(1) 社内関係機関との協議と承認
	(2) 外部関係機関への情報共有

	2.6 ドローンを活用した点検等の実施
	(1) 飛行前の確認
	(ｱ) 一般的な確認事項
	(a) プラント入構者への、ドローン飛行の実施及び飛行ルートに関する周知の徹底がされているか
	(b) 計画通りの実施体制となっているか
	(c) 天候、風速は計画条件を満たしているか
	(d) 飛行ルートに接近する第三者、及び第三者の車両等がないか
	(e) 磁気センサー、GPS、ドローンにおける電波の受信環境に問題はないか

	(ｲ) 爆発性雰囲気を生成する可能性があるエリア近傍や火気の制限があるエリア近傍における飛行に係る確認事項
	(a) 飛行中の中止判断の条件が設定されているか
	(b) 飛行中の中止判断を行う者が明確であるか
	(c) リスク対策に応じた確認事項の例
	 ガス検知が実施されているか
	 防火・消火体制が確立されているか
	 離隔は確保されているか
	 風速の連絡体制が確認されているか　等



	(2) 飛行中の状況確認
	(ｱ) 飛行中のドローンの直下に接近する第三者、及び第三者の車両等がないか
	(ｲ) 他の航空機や鳥獣が接近していないか
	(ｳ) 天候、風速の状況に変化はないか
	(ｴ) 計画通りの飛行状況（高度、緯度・経度）か
	(ｵ) 磁気センサー、GPS、通信状況等の電波環境に問題はないか


	2.7 飛行記録等の作成と提出
	(1) 飛行記録
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	4.1 災害時におけるプラントでのドローンの活用のための注意事項
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